
重点目標１－２ 効率的で信頼される行政経営 
事 業 名 

事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円)

 

第四次宮崎市総合計

画(後期基本計画)策

定事業 

 

企画財政部 

〈企画政策課〉 

 

13,000  

(8,400) 

 

現行の第四次宮崎市総合計画の目標年度が平成29年度であり、平成24年度が

前期基本計画の最終年度となることから、平成25年度を開始年度とする後期基

本計画を策定し、本市のまちづくりの目指すべき方向性を示します。併せて、基

本構想についても、清武町との合併を踏まえ、一部修正を行います。 

 

 

市民が主役の市民の

ためのまちづくり戦

略推進事業 

 

企画財政部 

〈企画政策課〉 

 

 750  

(1,080) 

「市民が主役の市民のためのまちづくり戦略」を一層推進するため、職員提案

による新たな取り組みの発掘によって、積極的な施策展開を図ります。 

 

○平成23年度の研究テーマ 

①職員の意識を改革するための部局のクレド（信条・行動指針）作成の研究及

び情報発信のための市民の利用しやすいホームページの研究 

②地域活性化のための地域住民参加型のイベント開催方法の研究 

 

コールセンター運営

事業 

 

企画財政部 

〈企画政策課〉 

 

32,970 

(33,500) 

 

 

市民からの問い合わせ等を一元的に受け付けるコールセンターを円滑に運営

し、市民サービスの向上と事務の効率化、並びに広聴機能の充実を図ります。 

 

○コールセンターの運営時間 

・開庁日(月～金曜日・祝休日を除く) 午前8時～午後6時 

○コールセンター実績(平成22年度) 
区分 問合せ 指定入電 要望･苦情 通報 申込み その他 計 

件数 61,976 136,737 191 981 2,237 6,464 208,586
 

 

事業評価推進事務費 

 

企画財政部 

〈財政課〉 

 

500  

(990) 

「事業評価制度」をより実効性のあるものとして活用していきます。 

 

○事業目的 

 ・事務事業の有効性や効率性などの点検により、現状と課題を認識し、改革改

善を推進 

 ・評価結果を予算編成に有効に活用 

 ・総合計画実施計画など重要な意思決定に適切に反映 

○事業内容 

 ・制度習熟のための職員研修の実施 

○新○政 

公共施設経営システ

ム構築・運用事業 

 

企画財政部 

〈財政課〉 

 

まちづくり 

 

4,650  

 

最適な公共施設サービスを構築・提供し、市民満足度の向上を図るため、公共

施設の情報を迅速かつ効率的に管理・活用するためのシステムを導入します。 

 

○システムの機能 

・情報管理機能 

建物および土地の面積、建設費、部材、維持管理費、劣化度、工事履歴など

・経営分析機能 

施設評価、修繕更新費用の推計、保全計画など 

■公共施設経営システムの運用イメージ

Ａ課 Ｄ課

Ｂ課 Ｅ課

Ｃ課 Ｆ課

施設所管課

施設経営にフィードバック
（施設評価、修繕更新費の

推計、保全計画）

データ入力
（共有化・一元化・見える化）

財政課

公共施設経営システム

基本情報 施設評価

建物と土地の面積、
建設費、部材など

実態情報  修繕更新費用の推計

保全計画

情報管理機能 経営分析機能

危険度、劣化度、利
用状況、工事履歴、
維持管理費など

 



重点目標１－２ 効率的で信頼される行政経営 

事 業 名 
事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円)

 

地方債発行体格付け

取得事業 

 

企画財政部 

〈財政課〉 

 

3,150  

(3,150) 

 

 

 市の財政状況の開示、みやざきアイビー債に関する債務履行(返済)能力の情

報提供、外部(市場)からの財政規律の確立を目的として、平成20年度から取

得している地方債発行体格付けを更新します。 

 

○平成23年度の更新結果 

  格付け、アウトルックともに前年度の評価を維持 

 

【平成24年1月現在の格付け】 

格 付 け 「Ａ」 
・債務の履行能力が、投資適格である 

・21段階中、上から6番目 

アウトルック 

(格付けの方向性)
「安定的」

・格付けが安定的に推移すると見込まれ

る 

 

 ※ 長引く不景気により、歳入見通しに対する不透明感が増しつつあり、ス

タンダード＆プアーズ社から格付けを取得している自治体において、アウ

トルックが下方修正される自治体もある中、本市の格付けが維持されたこ

とは、財政健全化への取り組みが評価された結果といえます。 

 



重点目標１－２ 効率的で信頼される行政経営 

事 業 名 
事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円)

 

みやざきアイビー債

発行事業 

 

企画財政部 

〈財政課〉 

 

13,500  

(14,700) 

 

 

 

市民の皆さんに行政への参加意識を高めていただくとともに、市の公共施設な

どの整備資金をより低利に求めるため、「みやざきアイビー債」を発行します。

 

 ※ 市では、公共事業等の財源として市債を発行し、公的機関、民間金融機関

等から資金を調達しますが、「みやざきアイビー債」は、そのひとつとして

住民の皆さんに購入していただいております。 

   購入いただいた資金は、合併特例事業など交付税措置のある有利な事業の

財源として、有効に活用します。 

 

みやざきアイビー債発行のメリット 

 ⑴ 住民の行政参加意識の高揚 

   「みやざきアイビー債」は、住民の皆さんに身近な公共施設整備を中心に

充当しています。 

   「みやざきアイビー債」を発行することによって、住民の皆さんにこれら

の事業に対する理解を深めていただくなど、充当事業に対する参画意識の

高揚を図っています。 

 ⑵ 民間金融機関よりも有利な借入 

   「みやざきアイビー債」は民間金融機関よりも低い利率で設定しています

ので、より有利な資金調達手段となっています。 

 ⑶ 資金調達先の多様化によるリスク分散 

   資金調達先を個人資産に拡大し、多様化することで、調達リスクを分散し

ます。 

 
【発行実績および予定】 

年度 発行額 利率 充当事業 

Ｈ15 15億円 0.78％ 
生目の杜運動公園整備事業 
他、施設整備事業 

Ｈ16 20億円 0.74％ 
生目の杜運動公園整備事業 
他、施設整備事業 

Ｈ17 25億円 0.94％ 
生目の杜運動公園整備事業 
他、施設整備事業 

Ｈ18 30億円 1.26％ 
旧3町のまちづくり事業に充当する地
域振興基金への積立 

Ｈ19 20億円 1.32％ 
みやざきアートセンター整備事業を
はじめとした新市建設事業 

Ｈ20 25億円 1.14％ 
フェニックス自然動物園施設整備事
業、新市建設事業 

Ｈ21 25億円 0.66％ 
フェニックス自然動物園施設整備事
業、新市建設事業 

Ｈ22 25億円 0.69％ 
フェニックス自然動物園施設整備事
業、新市建設事業 

Ｈ23 25億円 0.47％ 
フェニックス自然動物園施設整備事

業、新市建設事業 

H24 25億円(予定) 未定 
フェニックス自然動物園施設整備事

業、新市建設事業 

 

 

 



重点目標１－２ 効率的で信頼される行政経営 

事 業 名 
事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円)

 

庁舎等改善費 

 

企画財政部 

〈管財課〉 

 

 

 

369,650  

(251,739) 

 
宮崎  260,650 

佐土原 102,000 

田野   2,000 

高岡    2,000 

清武   3,000 
  

老朽化した庁舎の改修及び設備の更新を図ります。 

 

○主な工事 

○新○政 本庁舎電気設備改修工事 総合防災対策          220,000 

○新○政 佐土原総合支所庁舎耐震補強工事 総合防災対策 新市建設 100,000 

 

    

職員研修費 

 

総務部 

〈人事課〉 

 

15,900  

(22,800) 

 
 

 

「新宮崎市人材育成基本方針」に基づき、時代の変化に対応し、市民の立場に

立った施策を実践する職員の育成に努めます。 

 また、職場研修を支援・推進し、「学ぶ」風土の全庁的な醸成を図ります。 

(主な研修) 

研  修  名 研修内容及び効果 

階層別研修 

コミュニケーションやリーダーシップ、マネジメント

など各階層（職位）別に必要とされる知識・技能の習

得を図る。 

女性職員活躍推進研修
女性職員のキャリア開発やワークライフバランス等

について学ぶ。 

接遇研修 
接遇意識や技術について学び、窓口応対などにおける

接遇面のレベルアップを図る。 

派遣研修 

自治大学校や市町村アカデミー、宮崎県市町村振興協

会等の研修機関に職員を派遣して、専門・実務能力の

向上、政策形成や管理能力の開発を図る。 

アシスト職員研修 
新規採用職員の育成を中心的に担うアシスト職員に

対する研修を実施し、職場研修の活性化につなげる。

メンタルヘルス研修 
メンタルヘルスの現状やその対策について正しい知

識を学び、具体的な対応方法などの理解を深める。 
 

 

人事給与関連システ

ム包括委託事業 

 

総務部 

〈人事課〉 

 

53,235  

(53,235) 

 

 

 

 

人事関係データを一元管理し、職員の給与支給に必要な各種届出をオンライン

化した人事給与システム及び庶務事務システムの運用管理を民間委託します。 

併せて、給与支給や福利厚生に関する事務を委託し、事務の効率化を図ります。

 

電子入札管理費 

 

総務部 

<契約課> 

 

 

8,000  

(9,900) 

 

平成 23 年度末から一部導入を開始した電子入札について、対象を業種・格付

け等級ごとに、段階的に拡大していきます。 

また、電子入札に初めて参加する業者を対象に、電子入札システムの操作研修

を実施します。 

 

電子入札システムの操作研修  

計14回実施  1,566千円 

 



重点目標１－２ 効率的で信頼される行政経営 

事 業 名 
事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円)

 

収納対策事業 

 

税務部 

〈特別滞納整理課〉 

 

2,688  

(3,150) 

 市税等の収納率向上を図るため、「宮崎市収納対策本部」を中心として、各担

当課と連携しながら自主財源の確保に取り組みます。 

 

○主な事業内容 

 ・滞納整理強化月間の設定     ・口座振替の推進 

 ・納付相談窓口の設置       ・行政サービスの制限 

 ・広報啓発活動          ・生活再建型滞納整理 

 ・研修会の開催、個別相談の実施  ・捜索、インターネット公売の実施 

 ・私債権等の管理に関する指導 

 

口座振替推進啓発 

事業 

 

税務部 

〈納税管理課〉 

 

 

1,650  

(1,800) 

 

 

 

 市税の納期内納付率の向上を図るため、引き続き口座振替の推進を図ります。

 

○主な事業内容 

 委託契約を締結した金融機関に対し、以下の内容を委託しています。 

 ・口座振替依頼書の店頭設置と来店客等に対する口座振替納付の利用勧誘 

 

 

○政 

地方税電子化推進 

事業 

 

税務部 

〈市民税課〉 

 

 

  14,518  

(14,080) 

 

 

 

 地方税電子化の取組みにより、納税者の利便性と事務の効率化を推進します。

 

○事業内容 

・地方税ポータルシステムを利用し、電子申告・申請の実施と公的年金及び国

税データの収受に係る利用負担金 

  

 

固定資産評価替え 

事業 

 

税務部 

〈資産税課〉 

 

47,114  

(70,000) 

 

 

 平成27年度評価替えの第1年度にあたり、適正な土地評価を行うための基礎

資料の収集・整備を図ります。 

 

 

← 評価替え準備 → 評価替え 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

(第1年度) (第2年度) (第3年度) (第1年度) 

 

家屋評価システム 

事業 

 

税務部 

〈資産税課〉 

 

8,264  

(8,353) 

 

 家屋の評価にあたっては、調査した家屋評価データを家屋評価システムに入力

し課税データを作成していますが、家屋評価システムの入力に多大な時間を要し

ています。 

 このことから、事務の効率化を図るため、システムの図面入力と計算書作成を

民間委託します。 

 

課税台帳等システム 

管理事業 

 

税務部 

〈資産税課〉 

 

6,757  

(4,477) 

 
 宮崎   4,363 

佐土原  1,713 

田野    189 

高岡    201 

清武    291 

過年度の課税台帳について、課税台帳システムに電子的に登録し保管します。

 また、旧4町域の地籍図及び字図の交付のため、佐土原町域については地籍管

理システムのリース及び同システムのデータ更新、田野町域・高岡町域・清武町

域については地籍図及び字図の分合筆処理を行います。 

 

 

Ｈ27/4/1 Ｈ26/4/1Ｈ25/4/1



重点目標１－２ 効率的で信頼される行政経営 

事 業 名 
事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円)

 

戸籍・住民登録・ 

税証明等の業務 

 

地域振興部 

〈市民課〉 

〈６地域センター〉 

 

 

35,773  

(36,177) 

 

 

市民生活に密接な住民異動届、戸籍届の受付処理及び住民票等の各種証明の発

行などを行います。 

 

○主な窓口業務内容(※は市民課のみ) 

 ・住民異動届、戸籍に関する諸届、印鑑登録届、住民票の写しの交付 

  戸籍の記録事項証明書等の交付、自動車臨時運行許可、 

  印鑑登録証明書の交付 

市税に関する諸証明書の交付 

 ※外国人登録（平成24年7月8日まで） 

※住民基本台帳の閲覧 

・ＩＣカード（住基カードのみ）の交付 

 

 

住基ネットワーク 

システム事業 

 

地域振興部 

〈市民課〉 

 

39,000  

(36,631) 

 

 住民負担の軽減、行政の効率化をねらいとするＩＣカード(住基カード、市民

カード)の発行に関する業務を行います。 

 

○ＩＣカードの宮崎市独自サービス 

 印鑑登録証としての機能 

 自動交付機によるサービス 

  印鑑登録証明書の交付、住民票の写しの交付、住民票記載事項証明書の交付

 宮崎市立図書館利用者証としての機能 

※住基カード普及率  宮崎市 54.2%、全国1位 (平成23年3月末 現在) 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

ＩＣカード活用事業 

 

地域振興部 

〈市民課〉 

 

6,535  

(6,540) 

 
 

地域住民の利便性の向上を図るために設置した、印鑑登録証明書や住民票の写

し等を発行する自動交付機の適正な管理に努めます。 

 

○自動交付機設置施設等 

・市民課管理分 

 市民課1号機(H22年10月稼働) 清武総合支所(H22年7月稼働) 

 加納自動交付機コーナー(ＪＡ加納内)(H22年7月稼働) 

・情報政策課管理分 

 赤江地域センター(H16年9月稼働) 

生目地域センター(H16年9月稼働) 

 佐土原総合支所(H18年11月稼働) 

 田野総合支所(H18年11月稼働) 

 高岡総合支所(H18年11月稼働) 

 市民課2号機(H19年12月稼働) 

 

 

様式Ａ 顔写真なし      様式Ｂ 顔写真つき 



重点目標１－２ 効率的で信頼される行政経営 

事 業 名 
事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円)

○政 

積算システム管理 

事業 

 

建設部 

〈建築課〉 

 

1,963  

(1,963) 

 

 労務単価や市場単価の変動に伴う設計用の積算単価の更新を適宜行い、これら

を活用し設計・積算業務を適正に行います。 

 

○主な事業内容 

 ・積算単価管理業務(建築・電気設備・機械設備の積算単価更新) 

○新○政 

図面管理システム 

構築事業 

 

建設部 

〈建築課〉 

 

 

 

4,000  

 

 図面その他の資料を電子化することにより、迅速かつ効率的な設計・積算業 

務を行います。 

 

○主な事業内容 

・図面等の電子化・データベース化 

・市有施設維持保全計画に活用するためのデータ蓄積 

 

 

効率的な資金運用・ 

一時借入金の抑制 

 

 

〈出納室〉 

 

1,800  

(2,000) 

 資金不足時の対応として、一年間の資金の需要(支出)と供給(収入)状況を的確

に把握することにより、資金余裕時の運用による利息の獲得を図るとともに、基

金繰替運用の活用や支払日の調整を行い、一時借入による支払利息の縮減に努め

ます。 

 

○主な事業内容 

 ・効率的な資金運用 大口定期預金、譲渡性預金、普通預金による運用 

 ・一時借入金の抑制 基金の繰替運用の活用 

        (借入限度額 一般会計 15,000,000、支払利息見込額 1,800) 

 

包括外部監査委託 

業務 

 

〈監査事務局〉 

 

 

10,440  

(10,440) 

 地方公共団体の監査機能の独立性・専門性の強化を図るとともに、監査機能に

対する住民の信頼を高めるために、中核市では平成 11 年度から包括外部監査契

約が義務付けられています。 

 

 

○監査テーマ 

 ・平成 19 年度  宮崎市病院事業の財務に関する事務の執行及び経営に係る

事業の管理について 

 ・平成 20 年度  外郭団体等の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業

の管理について 

 ・平成21年度  宮崎市教育委員会の財務に関する事務の執行について 

 ・平成 22 年度  公有財産の管理（市営住宅の管理、未利用地の管理、普通

財産（不動産）の貸付けの事務の執行）について 

 ・平成 23 年度  指定管理者制度の事務の執行及び対象施設の管理運営状況

について 

 
 


